
貸 　借　 対 　照　 表
（ 平成31年 3月31日現在 ）

（単位：千円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

勘　定　科　目 金　　　　額 　勘　定　科　目 金　　　　額

 流   動   資   産 ( 17,237,758 )  流  動  負  債 ( 8,332,807 )

現 金 及 び 預 金 131 買 掛 金 7,493,532

売 掛 金 6,014,440 未 払 金 457,948

プ ー リ ン グ 預 け 金 8,823,846 未 払 法 人 税 等 39,360

製 品 474,188 未 払 費 用 331,761

材 料 212,946 役 員 賞 与 引 当 金 2,480

仕 掛 品 1,455,737 預 り 金 7,723

前 払 費 用 11,241

そ の 他 245,226  固  定  負  債 ( 1,168,243 )

退 職 給 付 引 当 金 1,161,953

 固   定   資   産 ( 3,476,534 ) 環境安全対策引当金 6,290

  有形固定資産 ( 2,842,873 ) 負 債 合 計 9,501,051

建 物 904,407

構 築 物 145,374  株　主　資　本 ( 11,213,242 )

機 械 装 置 1,541,356 　資　　 本　　 金 ( 3,569,140 )

車 両 運 搬 具 3,393 　資 本 剰 余 金 ( 3,568,264 )

工 具 器 具 備 品 59,173 資本準備金 3,568,264

土 地 189,168 　利 益 剰 余 金 ( 4,075,837 )

  無形固定資産 ( 9,212 )  利益準備金 676,160

ソ フ ト ウ ェ ア 7,789 その他利益剰余金 3,399,677

施 設 利 用 権 1,422 固定資産圧縮積立金 4,461

  投資その他の資産 ( 624,448 ) 別 途 積 立 金 800,000

投 資 有 価 証 券 1,550 繰 越 利 益 剰 余 金 2,595,216

出 資 金 133,502

繰 延 税 金 資 産 491,028

そ の 他 1,813

貸 倒 引 当 金 △ 3,445 純 資 産 合 計 11,213,242

資 産 合 計 20,714,293 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,714,293

（注）表示単位未満の金額は、切り捨てて表示しております。

純　　 資　　 産　　 の　　 部
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損　 益　 計　 算　 書
自 平成30年 4月 1日

至 平成31年 3月31日

 (単位：千円)

項 目

33,566,248

31,817,418

売　上　総　利　益 1,748,829

898,457

              営    業    利    益 850,372

4,952

10,814 15,767

192

30,317 30,510

              経    常    利    益 835,629

835,629

241,032

20,945 261,977

573,651

（注）表示単位未満の金額は、切り捨てて表示しております。

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

金　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
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自 平成30年 4月 1日

至 平成31年 3月31日

（単位：千円）

資本剰余金

固定資産圧縮積立金 別途積立金

3,569,140 3,568,264 676,160 4,900 800,000

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

圧縮積立金の取崩 △ 439

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額

△ 439

3,569,140 3,568,264 676,160 4,461 800,000

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

2,903,306 4,384,367 11,521,771 11,521,771

剰 余 金 の 配 当 △ 882,181 △ 882,181 △ 882,181 △ 882,181

当 期 純 利 益 573,651 573,651 573,651 573,651

圧縮積立金の取崩 439

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額

△ 308,089 △ 308,529 △ 308,529 △ 308,529

2,595,216 4,075,837 11,213,242 11,213,242

（注）表示単位未満の金額は、切り捨てて表示しております。

株主資本合計

株主資本等変動計算書

株　主　資　本

株　主　資　本

利益剰余金

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

利益準備金資本準備金
資本金 その他利益剰余金

純資産合計

当 期 末 残 高

利益剰余金合計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

利益剰余金

当 期 変 動 額 合 計

当 期 変 動 額 合 計
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（重要な会計方針に係る事項）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　　 時価のあるもの …………………決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　　 時価のないもの …………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製品、材料及び仕掛品　………………総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産

　　 　定額法によっております。

　　　無形固定資産

　定額法によっております。

　　 　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法によっております。

４．引当金の計上基準　

　(1) 貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

　　　ております。

　(2) 役員賞与引当金

　　　　役員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額に基づき当事業年度に見

　　　合う分を計上しております。

　(3) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

      に基づき計上しております。

　  ・退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

　　　る方法については、給付算定式基準によっております。

　　・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

　　　による定額法により翌事業年度から費用処理しております。過去勤務費用は、その発生

　　　時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理

　　　する方法により処理しております。

個別注記表
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５．消費税等の会計処理方法

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

６．連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産減価償却累計額 13,661,485 千円

２．保証債務

　　従業員の金融機関からの借入れに対する債務保証 2,155 千円

３．関係会社に対する短期金銭債権 9,027,433 千円

　　関係会社に対する短期金銭債務 7,259,258 千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

　　関係会社に対する売上高 971,121 千円

　　関係会社からの仕入高 26,548,949 千円

　　関係会社との営業取引以外の取引高 4,753 千円

　　合　　計 27,524,823 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．剰余金の配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後と

　　なるもの

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 19,860,000株 －　 －　 19,860,000株

株式の 配当金の １株当たり

種　類 総　　額 配当額

平成30年6月18日 普通

定時株主総会 株式

平成30年11月29日 普通

取締役会 株式

612,482千円 30.84円
平成30年
3月31日

平成30年
6月19日

269,698千円 13.58円
平成30年
9月30日

平成30年
12月10日

決議 基準日 効力発生日

株式の 配当金の １株当たり

種　類 総　　額 配当額

令和元年6月17日 普通

定時株主総会 株式

決議 基準日 効力発生日

120,748千円 6.08円
平成31年
3月31日

令和元年
6月18日
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（表示方法の変更に関する注記）

 　　 (貸借対照表)

 　　 (「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日)

　　を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延

　　税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（税効果会計に関する注記）

　　　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認額

　　等であります。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って低減を図っております。

　　

２．金融商品の時価等に関する事項

　　　平成31年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

　　額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

　　 (*) 負債に計上されているものについては、(　)で示しております。

　　 (注) 金融商品の時価の算定方法

　　　 (1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3)プーリング預け金、並びに(4)買掛金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　　当該帳簿価額によっております。

貸借対照表
計上額 (*)

時　価
(*)

差　額

（1）現金及び預金 131 131 -　

（2）売掛金 6,014,440 6,014,440 -　

（3）プーリング預け金 8,823,846 8,823,846 -　

（4）買掛金 (7,493,532) (7,493,532) -　
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

　　(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 ① 価格その他の取引条件は、市場価格を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉のうえ、

　　　　決定しております。

　　 ② 原材料等の仕入については、市場の実勢価格を参考にして交渉のうえ、決定しております。

　　 ③ ※当社は資金の集中管理を目的として日立金属グループのプーリング制度に加入しており

　　　　ます。資金の融通は日々行われており、取引金額は前年度残高との差額を表し、期末残高

　　　　は期末時点での預け金を表しております。　

　  　　なお、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。　　

２．兄弟会社等

　　(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 ① 価格その他の取引条件は、市場価格を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉のうえ、

　　　　決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産 564円61銭

２．１株当たり当期純利益 28円88銭

　

会社等 議決権等の所有

の名称 （被所有）割合 役員の兼任等 事業上の関係

親会社の
子会社

日立金属
商事㈱

なし -
製品の販売
及び商品の
購入

当社製品の販売 5,169,726 売掛金 451,335

科　目
期末残高
（千円）

属性
関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

会社等 議決権等の所有

の名称 （被所有）割合 役員の兼任等 事業上の関係

※資金の貸付 7,455,100
プーリング

預け金
8,823,846

※利息の受取 4,753

原材料等の購入 26,532,086 買掛金 7,178,090

連結納税債務等 246,062 未払金 258,178

科　目
期末残高
（千円）

属性
関係内容

製品の販売
及び原材料
等の購入

兼任3人
(被所有)
　直接
　100%

日立金属㈱親会社

取引の内容
取引金額
（千円）
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